
令和７年度地域連携推進会議 議事録 

 

１．開催日時 令和７年１２月４日（木） １１：００～１５：３０ 

２．開催場所 優徳荘会議室  

３．参加者  構成員～利用者２名、利用者家族１名、地域住民代表者１名 

       推進員～施設長、サービス管理責任者、総務課長、生活支援員、事務員  

計８名 

４．実施内容  

（１）議長挨拶と自己紹介 

 議長より、地域連携推進会議とは利用者と地域の関係づくりや施設・利用者に関する理

解の促進、事業の透明化とサービスの質の確保及び利用者の権利擁護のため、地域の関係

者等の目を定期的に入れて、障害のある方の日常生活、社会生活を総合的に支援する為に

年１回以上行うよう令和７年度より義務付けられたことに関しての説明と、それぞれ自己

紹介を行う。 

（２）法人・施設の紹介 

優徳荘は昭和５１年１１月１日に定員３０名で開所した。その後、定員が55名まで増

加をしたが、利用者の減少により現在は４０名定員となっている。法人理念は『共育』

であり、生命を守る共育、可能性を信ずる共育、相手の立場になって考え、行動する共

育、反省する共育の４つを理念として掲げて支援を行なっている。 

（３）事業継続計画（BCP）について 

優徳荘での災害に向けた取り組みについて説明を行う。BCPとは、事業継続計画の略

称で自然災害や感染症が起きた際に事業の継続、早期復旧を可能とする為の計画の事であ

る。優徳荘では、床上浸水をした過去がある為、毎年９月１日に水害を想定した避難訓練

を実施している。また、今年度は、利用者向け研修として段ボールベッドの組み立てをす

る研修に参加した。 

〇質疑応答 

・優徳荘が水害時、避難する基準は何か。 

→国土交通省のホームページに掲載されている川の防災情報等に加え、以前川が氾濫し

た場所があるので、河川の状況を目視にて確認し対応している。この後の施設見学に

て見ていただく予定だったが、雪のため、ご都合の良い時にご案内しますと返答する。 

（４）運営体制・令和６年度決算報告 

利用者定員は４０名で生活介護サービスと施設入所サービスを主として運営している。

職員配置は、管理者１名、サービス管理責任者２名（兼務１名）、生活支援員１６．３名

（常勤加算）、看護師１名、栄養士１名、事務員２名体制となっており、体制に伴う各加

算の取得も行っている旨説明を行う。後、令和６年度決算報告を行う。 

〇質疑応答 

・定員が減っているが、運営は問題ないのか。また、建物の老朽化で建て替えも考える必

要があるのではないか。 

→定員は減っているが、各サービスの定員により報酬単価も変わってくること、職員の

配置によって得られる加算もあるので、それらのバランスを見ながら運営をしている



ことを説明する。また、建物の老朽化に関しては、立て替え等を含め、今後どうして

いくかを現在検討しているところである。 

（５）優徳荘での一年行事・利用者、職員の一日の流れ 

優徳荘では、毎月誕生者をお祝いする誕生会の開催、買物行事や花見会等を行い、利用

者の方同士で交流や気分転換をしている。また、地域の繋がりとして大滝徳舜瞥学校運動

会見学や、優徳自治会祭に参加し地域との交流を行っている。 

一日の流れでは、午前中に体力向上を目的としたラジオ体操や歩行運動を行なっている。

夏季は屋外にて歩行運動をし、車椅子の方や歩行が不安定な方は、足踏み体操や職員の一

部介助にて歩行運動を行なっている。冬季は、交流ホームと療育活動へ分かれ同様の内容

を行なっている。午後からは、趣味的活動（吊り子、陶芸、手芸、療育）へ各自参加し、

生きがいや目的を持ってもらえるよう生活、支援をしている。 

〇質疑応答等 

・議長より利用者の方へ何か付け足すことなどないか声をかけた際、避難訓練に参加し、

（段ボール）ベッドを作った、楽しかったとの返答がある。 

（６）支援・介護とは 

介護的ケアとは大きく２つに分類し身体介護と生活援助に分けられる。身体介護とは、

介助者が利用者の身体に直接接触して行う介助で入浴介助や通院、外出介助等のことで

ある。生活援助とは、介助者が利用者の生活に必要な事を間接的に行う事で金銭管理や

買い物支援等が該当し、日常生活の援助で本人や家族が行う事が困難な場合に行われる

ものである。 

包括的支援とは、利用者（高齢者や障害者、生活困窮者等）に対して複数のサービス

や関係機関が連携して生活支援や介護予防を行い、切れ目のないサポートを行う事であ

り、優徳荘では、在籍している利用者に対して住みやすい環境、暮らしを提供できるよ

う介護・医療的ケア・包括的支援の一部を担っている。 

〇質疑応答 

・伊達市の地域包括支援センターはどこにあるのか。 

→伊達市役所の隣にある社会福祉協議会内に部署があり、年金から介護等色々なニーズ

に答える事が出来るようになっている。 

（７）優徳荘における人権擁護虐待防止に対する取り組み 

毎月、人権擁護虐待防止委員会を行い、虐待防止に対する専門的な知識や支援内容の

情報共有を行っている。また、外部研修に参加し、他事業所が行なっている虐待防止の

知識や経験を取り入れて、実践に偏りが出ないよう研修報告書を作成し、情報を共有し

ている。 

権利擁護の取り組みとして、キーパーソンがいない方や、金銭管理や入所者の手続き

の代理人が困難であると相談を受けた方は、成年後見人制度を利用する等速やかな対応

をしている。金銭管理については、支出調書や伝票の管理、帳簿の作成をして複数人で

確認を行い不正に繋がらないよう対応している。 

（８）意思決定支援について 

意思決定支援とは、自ら意思を決定する事に困難を抱える障害者が、日常生活や社会生

活に関して自らの意思が反映された生活を送る事が出来るように、可能な限り本人が自ら

意思決定出来るよう支援し、本人の意思の確認や意思及び選好を推定することである。支

援を尽くしても本人の意思及び選好の推定が困難な場合には、最後の手段として本人の最



善の利益を検討のために事業者の職員がおこなう支援の行為及び仕組みである。 

意思決定支援は意思形成支援、意思表明支援、意思実現支援の３つに分かれており、各

プロセスで困難や疑問が生じた場合は、チームによる会議を実施して支援内容の見直しを

行う。また、意思決定が困難な場合は、本人の意向、感情、価値観を重視し最善の利益に

基づく意思の代理代行決定を行う必要がある。代理代行決定ができない事案があり、法律

行為の当事者が意思表示をした際に意思能力を有していない時、その法律行為が無効にな

る（改正民法第３条の２）、婚姻、養子縁組、離婚、離縁といった身分行為の代理等はで

きない。 

優徳荘では、可能な限りの支援の提供と最善の利益の考慮や意思決定支援のプロセスと

合意形成の重視、本人らしさを尊重して対応をしている。 

〇質疑応答 

・優徳荘では、意思決定支援の決定をサポートする体制はどうなっているか。 

→サービス等利用計画、個別支援計画と連動させて各担当者、各会議にて話し合いをし

て意思決定支援の取り組みをしている。 

（９）昨今の支援者の様子（権利擁護・虐待防止についての基礎知識） 

障害者の権利擁護とは、差別や虐待から守るだけでなく、社会参加と自己決定を尊重

する包括的な支援の事で、日本では法整備（障害者基本法、障害者虐待防止法、障害者

差別解消法）が進み地域社会での共生を目指す取り組みが広がっている。 

１９９３年に障害者基本法が制定され、２００４年、２０１１年に改正がされており、

２０１１年の改正で、共生社会の実現が明確に打ち出された。これは、障害の有無によ

って分け隔てられることなく、お互いを尊重し、支え合いながら個性や能力を発揮して

共に生きる社会を目指す概念の事であり、政府や自治体の施策だけでは効果を最大限発

揮する事ができない為、一人一人の意識と行動が重要となる。主に、多様性を受け入れ、

異なる背景を持つ方への理解を深める意識改革、地域活動やボランティアを通じて支え

合いの輪を広げること、日常生活の中で、困っている人を助ける合理的配慮が大事であ

る。 

虐待は５種類あり、身体的虐待、性的虐待、心理的虐待、経済的虐待、ネグレクト（放

置・介護放棄）に分けられ、発見した人には通報義務があり、市町村には障害者虐待防

止センター、都道府県には障害者権利擁護センターが設置されている。 

（10）全体を通しての質疑応答他 

質疑に関しては特になく、最後に推進員より地域社会全体で住民の福祉を支える地域

福祉論について簡単な説明を行う。相互扶助（共助）を円滑に行っていくためにも、優

徳荘は地域とのつながりや親交を深めていけるような活動を今後も増やしていきたい

と伝え、のち、議長より閉会の挨拶がある。 

 

 

以  上 

 


